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緒言

残りの期間で何を準備する必要があるのか？

開催決定～今日(11/9)

429日

今日(11/9)～開会式

2082日

1. 緒言
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オリンピック・レガシーの概念

• 国際オリンピック委員会(IOC)が提唱した

「オリンピックが開催国と開催都市にもたらす
長期的・持続的効果」のこと

• 「オリンピック競技大会のよい遺産を、

開催国と開催都市に残すことを推進する」
(国際オリンピック憲章(2003))

1. 緒言
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IOCによるオリンピック・レガシーの
類型と内容

社会的レガシー
・開催都市の世界における位置
・教育、文化、民族、歴史認識の向上
・市民の大会参加と協力

環境レガシー
・環境型都市への再生
・新エネルギーの利用
・行政の環境政策との融合

都市レガシー
・インフラの整備
・都市開発
・交通網の整備

経済的レガシー

・経済活動の活発化
・雇用の増加
・消費活動の増加
・観光客の増加

(川名, 2014)

スポーツレガシー

・スポーツ施設の整備
・国民のスポーツへの熱気
・国民のスポーツ参加と健康

1. 緒言
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スポーツレガシーの重要性

• 「スポーツレガシー」は、これまでの招致ファイルにおいて
最も多く言及されてきたレガシーであり、大会開催にあたり
公共投資をする正当性を示すとともに、オリンピズムの目標
である「人類の調和のとれた発達」を達成するためにも重要
なレガシーであると考えられている。

• オリンピック開催を契機とした一過性のスポーツブームでは
なく、健康増進や生活の質の向上へのつながる長期的なレガ
シーをどのようにのこしていくのか、あるいは実証的にとら
えるのか、より多くの科学的根拠を得ていく必要がある。

(いずれも間野(2013))

スポーツレガシー
・スポーツ施設の整備
・国民のスポーツへの熱気
・国民のスポーツ参加と健康

1. 緒言
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貴都市／地域におけるスポーツへの
レガシーは何ですか。

＜スポーツのレガシー及び推進＞

日本全国で行われる主要な大会前・大会後のスポーツ/体育及び認識向上プロ
グラムやロールモデルとしてのオリンピアンの関与により、体を動かすことの
様々な恩恵に関する知識が社会に浸透するとともに、特に若者の間で健康的な
ライフスタイルが促進される。

(中略)

地域レベルにおいて、２０２０年東京大会はスポーツクラブの活動を推進し
拡大させる。

＜オリンピック競技の振興＞

特に若者向けの、オリンピック競技に関する主な地域スポーツ教育及び参加プ
ログラムにより、２０２０年東京大会を通じてオリンピック競技を振興し、発
展させていく。

(「2020年東京オリンピック・パラリンピック立候補ファイル」より)

1. 緒言
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(文部科学省(2013)､東京都(2013)を基に作成)
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増加はしているものの、目標達成には更なる努力が必要！

スポーツ実施率の目標値と現状
1. 緒言
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2020年東京大会レガシーとしての

日本及び東京における成人の

スポーツ実施率向上政策について提言する

※本研究では、パラリンピックによる影響や
障害者スポーツの普及等については議論しない。

研究目的

2. 研究目的
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文献調査

過去の夏季五輪開催前後における
開催都市及び開催国のスポーツ実施
率の変化及びそれに関する政策

課題解決のために

文献調査

過去の夏季五輪開催前後における
開催都市及び開催国のスポーツ実施率

の変化及びそれに関する政策

アンケート調査

現時点における
2020年東京大会のレガシー

としてのスポーツ実施率の変化の
可能性

2020年東京大会レガシーとして
の日本及び東京における成人の

スポーツ実施率向上政策

どうすれば2020年に
スポーツ実施率は向上しそう？

今までの大会でスポーツ実施率
はどう変化した？その理由は？

10

2. 研究目的



調査概要

＜目的＞

過去の夏季五輪開催前後における開催都市及び開
催国のスポーツ実施率の変化及びそれに関する政
策を明らかにする

＜方法＞

過去の夏季五輪大会のスポーツ実施率への影響や
スポーツ振興政策

について学術論文・記事等を基に調査

3.1 調査概要
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スポーツ実施率が長期的に増加した結果は少ない

文献① 文献② 文献③ 文献④

ロンドン
(2012年)

75万人のスポーツ人口上昇
(IOC, 2013)

2005年の開催決定以来，週1
回以上スポーツを行う人口が

140万人増加した
(GOV.UK, 2013)

定期的に運動を行う人の割
合は2009年と2013年で変

化が見られなかった
(European Commission, 

2014)

五輪開催後、ロンドンで30
分以上の運動を週１回以上行

う人は2％増加したが、
その後微減した

(SPORT ENGLAND, 2014)

北京
(2008年)

五輪開催前までに北京の
70%の人々が定期的な運動

をするようになった
(調査方法不明)

(CHINA.ORG.CN, 2008)

2008年には28.2％の人が30
分以上の運動を週3回以上

行っていた
(By Lei Lei, 2009)

若者は労働や勉強に忙しく、
五輪開催時期で

“Working-age”の14%しか
運動を行っていない
(Magnier, 2008)

五輪開催後当初のスポーツ実
施率は上昇したが持続せず、
最終的に有意差は見られな

かった
(Feng et al., 2013)

アテネ
(2004年)

週３回以上運動する人は
2003年：10%
2004年：16%
2009年：3%

(Pappous, 2011)

開催直後は特に変化はなく、
2009年時点ではヨーロッパ

の最低水準を記録
(Eurobarometer survey, 

2003 and 2009)

シドニー
(2000年)

五輪の5種目で向上
五輪以外の13種目でも向上

が見られた
(Frawley, 2012)

開催後6週間の時点で成人の
スポーツ実施に影響を与えた
資料は見つからなかった
(Bauman et al, 2013)

五輪7種目で微増
五輪9種目で低下
(Coalter, 2004)

大会開催後すぐにスポーツ実
施率が増加した報道があった
がその根拠は十分ではなく、

持続もしなかった
(Haynes, 2001)

アトランタ
(1996年)

複数のスポーツクラブで
会員数が増えた
(Lee, 2011)

スポーツ市場は活性化したが、
スポーツ実施率向上にはつな
がらなかった(Ward, 2012)

バルセロナ
(1992年)

スポーツセンターの利用者が
46,000人増加し、女性のス
ポーツ実施率が10%増加
(M. Malfas et al., 2004)

週1回以上スポーツ実施
1983年→36%
1989年→47%
1995年→51%

(Full Fact, 2012)等

五輪の影響で一時的に身体
活動量は増加したが短期的

だったようだ
(Artalejo et al., 2002)

調査結果
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3.2 調査結果



実施運動・スポーツ種目の国際比較

日本 アメリカ オーストラリア 中国

1位
散歩

(ぶらぶら歩き)
水泳 ウォーキング

ウォーキング
ランニング

2位 ウォーキング ウォーキング
エアロビクス
フィットネス

バドミントン

3位
体操

(軽い体操・ラジ
オ体操など)

ボウリング 水泳 水泳

備考

調査対象 20歳以上 6歳以上 15歳以上 16歳以上

条件
年1回以上
の実施率

-
過去12ヶ月
の実施率

-

調査年 2004 2003 2003 2002

(渋谷, 2005)

スポーツ実施の基準、調査対象者が各国で異なる
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3.2 調査結果



文献① 文献② 文献③ 文献④

ロンドン
(2012年)

75万人のスポーツ人口上昇
(IOC, 2013)

2005年の開催決定以来，週
1回以上スポーツを行う人口

が140万人増加した
(GOV.UK, 2013)

定期的に運動を行う人の割合
は2009年と2013年で変化が
見られなかった(European 

Commission, 2014)

五輪開催後、ロンドンで30
分以上の運動を週１回以上行
う人は2％増加したが、その

後微減した
(SPORT ENGLAND, 2014)

2012年ロンドン大会のスポーツ振興政策

政策名 内容

Run England
ランニング人口増加を目的(4年間で5万人のイベント参加者
目標)

Skyride サイクリング人口の増加を目的

(海老島(2013)をもとに作成)

Places People Play
オリンピックとパラリンピックを開催することの感動と魅力
をローカル・コミュニティの人々の心に伝える

14

3.2 調査結果



Places People Play

•ロンドンオリンピック・パラリンピックで使われた施

設を、各市町村で活用できるよう移行する。

Places

(場所)

• 16歳以上のトレーニングを受けたボランティアを養成

• その影響力でローカルレベルでのスポーツを活性化させ、オ

リンピックやパラリンピックの価値を一般市民に浸透させ

る。

People

(人)

•誰もがオリンピックレガシー・プロジェクトに参加す
る機会を得ることができるように、スポーツを行う
チャンスやチャレンジを作り出す。

Play

(競技)

15
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Play(競技)のプログラム

• 2,012km Challenge
ランニング、自転車等のスポーツに、合計距離 2,012kmか
201.2 km か 20.12km の運動に挑戦

• Olympic Sports Challnege
専用ウェブサイト上で挑戦したいオリンピック・パラリンピック
種目を選び、クラブで指導を受けたり、イベントに参加できる

• Gold Challenge Olympic Event
2012 年 4 月にオリンピック・スタジアムで、ゴールド・チャレ
ンジ参加者等が招待され100m 走、4×100 リレー等に挑戦

16

3.2 調査結果

16 歳以上の個人、企業、学校などの団体を対象とし、
10万人以上の人に対してオリンピック種目を体験させた

Gold Challenge



結論

• 2020年東京大会のレガシーとしてスポーツ
実施率がどのように変化するかは断定でき
ない

• 「日本の基準」でスポーツ実施率を高めら
れるかどうかをさらに探る必要がある

• 2020年に向けたスポーツ振興政策の必要性
が再確認された

17

3.3 結論



課題解決のために

文献調査

過去の夏季五輪開催前後における
開催都市及び開催国のスポーツ実施率

の変化及びそれに関する政策

アンケート調査

現時点における
2020年東京大会のレガシー

としてのスポーツ実施率の変化の
可能性

2020年東京大会レガシーとして
の日本及び東京における成人の

スポーツ実施率向上政策

4. アンケート調査

18



調査概要

＜方法＞インターネット調査
＜調査委託＞株式会社クロス・マーケティング
＜対象者＞ 日本国民2500名(年代・性別比に応じて抽出)
＜期間＞2014年9月29日～10月1日(3日間)
＜解析方法＞IBM SPSS Statistics 21
＜調査項目＞
・人口統計学的特性
・現在のスポーツ実施状況
・2020年東京大会開催におけるスポーツ実施頻度への
影響に対する自己評価

・ 2020年東京大会によって生じる要因と自身の
スポーツ実施への影響に対する自己評価

19

4.1 調査概要



調査概要

＜目的＞
現時点における2020年東京大会のレガシーとしての

スポーツ実施率の変化の可能性を明らかにすること

＜具体内容＞

日本国民の
「2020年東京大会における

スポーツ実施頻度の変化意図」
「同大会をきっかけとした

スポーツ実施頻度増加の促進要因」
を明らかにする
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4.1 調査概要



運動行動変容ステージ(岡, 2003)

名称 定義

維持期 定期的に行っていて、６か月以上継続している

実行期 定期的に行っている。定期的に始めてから６か月未満である

準備期 定期的ではないが行っている

関心期 行っていないが、やってみたいと思っている

無関心期 スポーツを行っていない。また、やってみたいと思わない

「スポーツ定期実施群」とする

「非スポーツ定期実施群」とする

※定期的：30分以上の運動を1週間に1回以上行う
21

4.1 調査概要



スポーツ定期実施群

非スポーツ定期実施群

①「増加させる」 ②「減少させる」

１ ２
2020年東京大会をきっかけとした

スポーツ実施率の変化予測

分析手順①
「2020年東京大会におけるスポーツ実施頻度の変化意図」を明らかにする

22

4.1 調査概要



非スポーツ定期実施群

スポーツ定期実施予備群

「特に多い属性」

(年代など)

2020年東京大会が
自身のスポーツ実施率を
「増加させる」と答えた人

・カイ二乗分析
・残差分析
によって

分析手順②

「特に多い属性」を明らかにする

23

4.1 調査概要



「特に多い属性」のスポーツ実施頻度増加の促進要因を明らかにする

分析手順③

24

4.1 調査概要



スポーツ定期実施群

非スポーツ定期実施群

①「増加させる」 ②「減少させる」

１ ２

2020年東京大会を

きっかけとした

スポーツ実施率の

変化予測

結果①
「2020年東京大会におけるスポーツ実施頻度の変化意図」を明らかにする

7％ 0％ 7％

25

4.2 調査結果



非スポーツ定期実施群

スポーツ定期実施予備群

「特に多い属性」

(年代など)

2020年東京大会が
自身のスポーツ実施率を
「増加させる」と答えた人

「40代」

「会社員・公務員」

「人口統計学的特性」と
・カイ二乗分析
・残差分析

することによって

1％水準で有意に高い値

結果②

26

4.2 調査結果

「特に多い属性」を明らかにする



「40代」または「会社員・公務員」に
おけるスポーツ実施頻度促進要因(結果③)

順位 要因

1 スポーツ施設の利用料金が安くなることによって

2
スポーツ施設における設備やプログラムが充実することに
よって

3
東京オリンピックに出場する(した)選手と交流することに
よって

4 スポーツ施設への交通の便が改善することによって

27

4.2 調査結果

「特に多い属性」のスポーツ実施頻度増加の促進要因を明らかにする



5.4

0 10 20 30 40 50 60

特に関心がない

その他

障害者スポーツへの関心が高まった

選手と触れ合う機会が欲しい

スポーツにかかわる活動や仕事がしたい

テレビでスポーツ観戦することが増えた

スポーツ・運動をしたくなった

横浜市内でも何かイベントを開催して欲しい

テレビで観戦したい

会場に観戦しに行きたい

「東京オリンピック開催についてどう感じているか」
(考察①)

１都市ではあるが、ほぼ同様の傾向がみられたといえる

(横浜市体育協会, 2013)

横浜市の週1回以上のスポーツ実施率は
全国の値より約7％高い

28

4.3 考察

(%)



47.4
49.6

0 10 20 30 40 50 60 70

70歳以上

60代

50代

40代

30代

20代

スポーツ実施率(％)

上段：2010年 下段：2012年

年代別スポーツ実施率の変化(考察②)
40代のみ前回調査より減少

→スポーツがしたくてもできない環境になりつつある可能性がある

(東京都, 2012)29

4.3 考察



平日の勤め人のスポーツ実施率(考察②)

(千葉, 2011)
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平日では最高でも1.3％
→勤め人はスポーツを行う時間を確保するのが比較的難しい環境
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4.3 考察



スポーツ実施頻度促進要因(考察③)

「40代」または「会社員・公務員」 全体

1
スポーツ施設の利用料金が
安くなることによって

スポーツ施設の利用料金が
安くなることによって

2
スポーツ施設における設備や

プログラムが充実することによって
スポーツ施設における設備や

プログラムが充実することによって

3
東京オリンピックに出場する(した)選手

と交流することによって
スポーツ施設への交通の便が

改善することによって

4
スポーツ施設への交通の便が

改善することによって
東京オリンピックに出場する(した)選手

と交流することによって

全体と傾向はほぼ同一

→「40代」「会社員・公務員」以外にも有効である

31

4.3 考察



公共スポーツ施設についての要望

21.6

34.2

0 5 10 15 20 25 30 35 40

わからない

その他

特にない

指導者の配置

託児施設の充実

健康やスポーツに関する情報の充実

利用案内など広報の充実

高齢者や障害者に配慮した施設・設備の整備

初心者向けのスポーツ教室やスポーツ行事の充実

利用手続き、料金の支払い方法などの簡略化

利用時間帯の拡大(早朝、夜間など)

身近で利用できるよう、施設数の増加

アフタースポーツのための施設

(レストラン、シャワールームなど)の充実

(％)

調査結果と同様の傾向が見られたといえる

(文部科学省, 2013)32

4.3 考察



平成26年度総合型地域スポーツクラブ
(以下、地域SC)の育成状況

「創設済みクラブ」または「創設準備中クラブ」の
いずれかがある市区町村が80%以上

29都県に及ぶ

「スポーツ施設への交通の便が改善すること」

は多くの地域で克服できている可能性がある
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地域SCの認知度

60.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

活動内容について知っている 聞いたことがある 知らない

民間フィットネスクラブより安価で多様なプログラムがある地域SC

を周知すればスポーツ実施率向上につながる可能性がある
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4.3 考察

68.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よく知っている・知っている 聞いたことがある 知らない

(笹川スポーツ財団, 2012)

(東京都, 2012)

東
京
都

全

国



結論

• 現時点で2020年東京大会のレガシーとしてスポーツ実施率が
向上する可能性はある

• 特に「40代」「会社員・公務員」が同大会を機にスポーツを
定期的に行うようになる可能性が高い

• その促進要因は
「スポーツ施設の利用料金が安くなること」
「スポーツ施設における設備やプログラムが充実すること」
「東京オリンピックに出場する(した)選手と交流すること」
「スポーツ施設への交通の便が改善すること」
→現段階で実際は克服しているものもあり、その周知も課題
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課題解決のために

アンケート調査

現時点における
2020年東京大会のレガシー

としてのスポーツ実施率の変化の
可能性

2020年東京大会レガシーとして
の日本及び東京における成人の

スポーツ実施率向上政策

文献調査

過去の夏季五輪開催前後における
開催都市及び開催国のスポーツ実施率

の変化及びそれに関する政策

5. 政策提言
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政策提言に向けて①

文献調査

• 2020年東京大会のレガ
シーとしてスポーツ実施
率を高められるかは断定
できない

• 「日本の基準」でスポー
ツ実施率を高められるか
どうかをさらに探る必要
がある

アンケート調査

• 現時点で2020年東京大会
のレガシーとしてスポー
ツ実施率が向上する可能
性はある

• 特に「40代」「会社員・
公務員」が同大会を機に
スポーツを定期的に行う
ようになる可能性が高い
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政策提言に向けて②

文献調査

• 2020年に向けたスポーツ
振興政策の必要性が再確
認された

アンケート調査

• 「スポーツ施設の利用料金が
安くなること」

• 「スポーツ施設における設備
やプログラムが充実するこ
と」

• 「東京オリンピックに出場す
る(した)選手と交流すること」

• 「スポーツ施設への交通の便
が改善すること」

実際は克服しているものもあり、
その周知も課題である

Places People Playの
Gold Challengeプログラム
…オリンピック種目を行う
チャンスやチャレンジの

場の提供
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5. 政策提言

定期的なスポーツ実施への導入

「オリンピック体験イベントの全国展開」

定期的なスポーツ実施の継続

「スポーツに関する施設及びイベントの
データベース創設」
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現在の日本オリンピック委員会(JOC)主催の

成人参加スポーツイベントは

「オリンピックデーラン」のみ

「東京オリンピックに出場する(した)選手と
交流すること」を克服できない

オリンピックに関する
スポーツイベントの現状
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5.1. オリンピック体験
イベントの全国展開



オリンピックデーランの開催地

2011年 2012年 2013年 2014年

ひたちなか大会（茨城） ひたちなか大会 ひたちなか大会 ひたちなか大会

士別大会（北海道） 士別大会 士別大会 士別大会

大阪大会（大阪） 大阪大会 大阪此花大会（大阪） 大阪此花大会

長野大会（長野） 長野大会 長野大会 長野大会

喜多方大会（福島） 喜多方大会 喜多方大会

中津大会（大分） 中津大会 中津大会

福岡大会（福岡）

開催地が偏っており、参加可能者が限定されてしまう
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5.1. オリンピック体験
イベントの全国展開



提言内容と期待される効果

• 2025年までにオリンピックを体験できるイベントを全国の全
市区町村で開催する

→オールジャパンでオリンピックを迎える機運づくりが期待

• 子供だけでなく成人も参加できるオリンピック種目の体験、
レクチャー、デモンストレーションプログラム

• 元オリンピック選手や2020年東京大会出場選手を参加

→「2020年東京大会のプロモーション」「東京オリンピックに
出場した選手と交流すること」を実現

• 会場を各市区町村の地域SCが使用している施設で行う
→用具等のコスト削減
→その施設でのプログラム等をPRし周辺住民への認知を促す
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5.1. オリンピック体験
イベントの全国展開



今後の課題

• 成人が参加できる地域SCのプログラム充実

• 全市区町村を10年で回るための日程的課題

• 過疎地域や高齢化地域などスポーツができる人口
が十分にない地域へのケア

• イベント開催時におけるスポーツ実施につながる
種目選択の工夫
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5.1. オリンピック体験
イベントの全国展開



スポーツに関するデータベースの現状

サイト名 内容

スポーツTOKYOインフォメーション 公共施設の検索

スポーツワン ランニングを中心としたイベント検索

スポーツエントリー 民間・公共の大会や講習会の参加申請

ＪＴＢスポーツステーション 民間スポーツ大会の参加申請

スポーツ施設まっぷ 民間・公共施設の検索

@niftyスポーツクラブ 民間スポーツ施設の検索

民間・公共の施設検索・イベント検索参加申請が
できるサイトはない
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5.2スポーツに関する施設及び
イベントのデータベース創設



提言内容と期待される効果①

全国の
・総合型地域SC・行政・JOCが関与する施設
やイベントの情報(参加申請機能含む)

・民間スポーツ施設の情報
・民間主催のスポーツイベントの情報

を閲覧可能なデータベースをつくる

身近なスポーツ施設やイベントについて
その存在やプログラム等に気づくきっかけとなる
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5.2スポーツに関する施設及び
イベントのデータベース創設



スポーツに関する情報の入手経路(2012年)

12.3

27.1

0 10 20 30 40 50

ダイレクトメール，折り込みチラシ

本

新聞

各種施設等のホームページ

インターネット(携帯・スマホ経由)

家族

雑誌

インターネット(パソコン経由)

友人

テレビ

(％)

(日本レクリエーション協会, 2012)

インターネットを通じた情報提供は十分にできていない
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5.2スポーツに関する施設及び
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スマートフォンの利用率

(総務省, 2014)

32.0
36.7

68.4

49.0

28.8

13.7

4.7

52.8

63.3

87.9
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32.4

8.7
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40
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70
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100

全体 10代 20代 30代 40代 50代 60代

平成24年度 平成25年度
(%)

全世代でスマートフォン利用率は増加している(40代は特に顕著)
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5.2スポーツに関する施設及び
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「スポーツに誘ってくれる仲間がいる」と
答えた人のスポーツ実施別割合

(日本レクリエーション協会, 2012)

4.0

8.6

7.0

16.7

27.2

24.1

10.2

16.4

35.1

32.9

29.1

27.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行わなかった

年に1～3日

3カ月に1～2日

月に1～3日

週に1～2日

週に3日以上

かなりそう思う 少しそう思う どちらともいえない

あまりそう思わない 全くそう思わない 無回答

スポーツを行う仲間がいるとスポーツ実施頻度も高くなる
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5.2スポーツに関する施設及び
イベントのデータベース創設



提言内容と期待される効果②

イベントのページにおいては
参加者の写真が共有できる

SNS機能を追加

その後のイベントにおいて
容易に仲間を誘える等の効果

が期待される
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※イメージ図



41.4
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20.6

10.0

57.1

76.3

91.0
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平成24年度 平成25年度(%)

ソーシャルメディアの利用率
SNSについても全世代で利用率が増加している

→SNS機能を追加することはイベントや施設の情報周知に最適
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5.2スポーツに関する施設及び
イベントのデータベース創設

(総務省, 2014)



今後の課題

• データベース創設のための資料収集や
創設後のサイト管理にかかるコストの検討

• SNS機能の悪用防止策
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5.2スポーツに関する施設及び
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(文部科学省(2013)､東京都(2013)を基に作成)
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30?
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目標達成に向けてオリンピック以外の面からの
スポーツ実施率向上策も必要！

終わりに
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